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○与謝野町有線テレビ放送等施設条例施行規則 

平成１８年３月１日 

規則第１２号 

改正 平成１８年１２月２８日規則第１７３号 

平成２１年１０月６日規則第１１号 

平成２２年９月１０日規則第２３号 

平成２５年１２月２７日規則第２７号 

平成２６年１０月１日規則第１７号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、与謝野町有線テレビ放送等施設条例（平成１８年与謝野町条例第１４

号。以下「条例」という。）第１８条の規定に基づき、与謝野町有線テレビ放送等施設（以

下「施設」という。）の管理運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（加入及び脱退等） 

第２条 条例第７条の規定により加入しようとする者は、有線テレビ放送等施設加入申込書

（様式第１号。以下「加入申込書」という。）を町長に提出しなければならない。 

２ 加入者が脱退しようとする場合は、有線テレビ放送等施設脱退申請書（様式第２号）を

町長に提出し、承諾を得なければならない。この場合において、条例第１２条の規定によ

り納付した加入料は、返納しないものとする。 

３ 前項の規定により脱退を承認された加入者で負担金、手数料及び利用料に未納額がある

ときは、届出時にすべて納付しなければならない。ただし、脱退した月の１月未満の端数

については、１４日以下は切り捨て、１５日以上は１月とする。 

４ 条例第１３条第４項の規定により、利用を休止しようとする場合は、有線テレビ放送等

施設利用休止届（様式第３号）を町長に提出しなければならない。 

５ 前項の規定により休止を承諾された加入者で、利用を再開しようとする場合は、有線テ

レビ放送等施設利用開始届（様式第４号）を町長に提出しなければならない。 

６ 加入者が加入申込の内容を変更しようとする場合は、有線テレビ放送等施設内容変更申

請書（様式第５号）を町長に提出しなければならない。この場合において、利用料プラン

の変更に係る手数料は、利用者が負担するものとする。 

（インターネット接続サービス等の利用、変更及び中止） 

第３条 条例第９条の規定によりインターネット接続等を利用しようとする者は、インター

ネット接続サービス等利用申請書（様式第６号）を町長に提出し、承諾を得なければなら
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ない。 

２ インターネット接続サービスの利用内容を変更しようとする者は、インターネット接続

サービス等内容変更申請書（様式第７号）を町長に提出し、承諾を得なければならない。

この場合において、利用内容の変更に係る手数料は、利用者が負担するものとする。 

３ インターネット接続サービスの利用を中止しようとする者は、インターネット接続サー

ビス等利用中止申請書（様式第８号）を町長に提出し、承諾を得なければならない。 

４ 前項の規定により利用中止を承諾された利用者は、設備の機能保全のための終端工事に

要する経費を負担しなければならない。 

５ 第３項の規定により利用中止申請を提出した者の利用料に未納額があるときは、申請時

にすべて納付しなければならない。この場合において、中止する月の利用日数が１４日以

下の場合はこれを切り捨て、１５日以上は１月とする。 

（施設の変更等） 

第４条 条例第１０条第４項の規定により、電柱及び線路を移転又は変更したいときは、原

則として工事を必要とする日の１月前までに有線テレビ放送等施設移転申請書（様式第９

号）を町長に提出し、工事完了後１月以内に負担金を納付しなければならない。ただし、

緊急と認めた場合は、この限りでない。 

（施設設置費負担金等の納付等） 

第５条 加入者及び加入しようとする者は、条例第１０条及び条例第１２条の規定により、

町長の発行する納入通知書により指定された期限までに負担金加入料を納付しなければ

ならない。 

２ 加入した月の１月未満の端数については、１４日以内は切り捨て、１５日以上は１月と

する。 

３ 負担金及び利用料に係る滞納については、与謝野町債権管理条例（平成２５年与謝野町

条例第３６号）の例による。 

（施設設置費等の減免） 

第６条 条例第１５条の規定により施設設置費、加入料及び利用料の減免を受けようとする

者は、有線テレビ放送等施設利用料等減免申請書（様式第１０号）及び減免理由を証明す

る書類を町長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による対象者世帯は、次のとおりとする。 

(1) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に規定する扶助を受けている世帯 

(2) 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）に規定する母子家庭
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等 

(3) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）に規定する障害等級１級又は２級

の手帳所持者が住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）にいう世帯主（以下「世帯

主」という。）である世帯 

(4) 身体障害者福祉法に規定する手帳所持者のうち、視覚障害者又は聴覚障害者が世帯

主である世帯 

(5) 所得税法（昭和４０年法律第３３号）又は地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

に規定する特別障害者のうち、児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉セン

ター又は精神保健指定医により療育手帳においてAの判定を受けた知的障害者及び精神

保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）に規定する精神障

害者保健福祉手帳を所持する者のうち、障害等級が１級である者が世帯主である世帯 

(6) 満７５歳以上の者で構成する世帯 

(7) その他町長が特に必要があると認めた世帯 

（設備の保全義務） 

第７条 加入者は、音声告知放送受信機（以下「音声告知機」という。）等に異常を発見し

たときは、直ちに町長にその状況を届けるとともに、紛失した場合は有線テレビ音声告知

放送受信機紛失届（様式第１１号）を提出しなければならない。 

２ 送信施設からONUまでの補修は、町長の指定するもの以外のものが行うことはできない。 

３ 町長は、貸与した音声告知機の管理のため、機器貸与台帳（様式第１２号）を作成保存

するものとする。 

（その他） 

第８条 この規則に定めるもののほか、施設の運営に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１８年３月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の加悦町情報連絡施設の設置及び管理に関す

る条例施行規則（平成２年加悦町規則第５号）の規定によりなされた処分、手続その他の

行為は、この規則の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成１８年１２月２８日規則第１７３号） 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 
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附 則（平成２１年１０月６日規則第１１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２２年９月１０日規則第２３号） 

この規則は、平成２２年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２５年１２月２７日規則第２７号） 

この規則は、平成２６年１月１日から施行する。 

附 則（平成２６年１０月１日規則第１７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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様式第１号（第２条関係） 

様式第２号（第２条関係） 

様式第３号（第２条関係） 

様式第４号（第２条関係） 

様式第５号（第２条関係） 

様式第６号（第３条関係） 

様式第７号（第３条関係） 

様式第８号（第３条関係） 

様式第９号（第４条関係） 

様式第１０号（第６条関係） 

様式第１１号（第７条関係） 

様式第１２号（第７条関係） 

 


